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第３６回原子力委員会定例会議議事録 

 

１．日 時  平成２８年１１月８日（火）１０：００～１２：００ 

 

２．場 所  中央合同庁舎第８号館５階共用Ｃ会議室 

 

３．出席者  内閣府原子力委員会 

        岡委員長、阿部委員、中西委員 

       内閣府原子力政策担当室 

        進藤審議官、室谷参事官、川渕企画官 

       原子力発電環境整備機構（ＮＵＭＯ） 

        梅木理事 

       高度情報科学技術研究機構（ＲＩＳＴ） 

        関理事長 

       電気事業連合会 

        竹内広報部長 

       日本エネルギー経済研究所 

        村上戦略研究ユニット原子力マネージャー 

       日本原子力学会 

        岡嶋副会長 

       日本原子力産業協会 

        杉山事務局長 

       日本原子力研究開発機構（ＪＡＥＡ） 

        三浦理事 

       日本原子力文化財団 

        伊藤理事長 

       日本電機工業会 

        多田原子力部長 

       量子科学技術研究開発機構（ＱＳＴ） 

        神田放射線防護情報統合センター長 
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       原子力安全推進協会（ＪＡＮＳＩ） 

        平岡理事 

       エネルギーコンサルタント 

        宮沢氏 

       原子力規制庁放射線対策・保障措置課 

        寺谷企画調整官 

 

４．議 題 

 （１）国際原子力エネルギー協力フレームワーク（ＩＦＮＥＣ）第７回執行委員会会合結果

について 

 （２）根拠に基づく情報体系の構築について（原子力発電環境整備機構、高度情報科学技術

研究機構、電気事業連合会、日本エネルギー経済研究所、日本原子力学会、日本原子

力産業協会、日本原子力研究開発機構、日本原子力文化財団、日本電機工業会、量子

科学技術研究開発機構、他） 

 （３）その他 

 

５．配付資料 

 （ １ ）国際原子力エネルギー協力フレームワーク（ＩＦＮＥＣ）第７回執行委員会会合

結果について 

 （２－１）理解の深化 ～根拠に基づく情報体系の構築について～ 

 （２－２）「理解の深化」～根拠に基づく情報体系の構築について【検討すべき事項】 

 （２－３）米国原子力エネルギー協会（ＮＥＩ）における根拠に基づく情報の提供（事例） 

 （２－４）「平成２７年度原子力利用に関する世論調査（日本原子力文化財団）」関係部分

抜粋 

 （２－５）科学的情報発信のためのナレッジベース構築の取り組み 

 

６．審議事項 

（岡委員長）それでは、時間になりましたので、ただいまから第３６回原子力委員会を開催い

たします。 

  本日の議題は、一つ目が国際原子力エネルギー協力フレームワーク（ＩＦＮＥＣ）第７回
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執行委員会会合の結果について、二つ目が根拠に基づく情報体系の構築について、三つ目

がその他です。今日はたくさんの方においでいただいておりますが、ＩＦＮＥＣの方をち

ょっと先にやらせていただきます。よろしくお願いします。 

  本日の会議は、１２時を目途に進行させていただきます。 

  それでは、事務局からお願いいたします。 

（室谷参事官）それでは、１件目の議題でございます。国際原子力エネルギー協力フレームワ

ーク（ＩＦＮＥＣ）の第７回執行委員会会合の結果について、進藤内閣審議官の方から御

説明を頂きたいと思います。よろしくお願い申し上げます。 

（進藤審議官）お手元の資料第１号に基づきまして簡単に御紹介させていただきます。 

  初めに、ＩＦＮＥＣといいますのは、日本語でタイトルがありますように国際原子力エネ

ルギー協力フレームワーク、Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ Ｆｒａｍｅｗｏｒｋ ｆｏｒ 

Ｎｕｃｌｅａｒ Ｅｎｅｒｇｙ Ｃｏｏｐｅｒａｔｉｏｎというものでございまして、２

００６年にアメリカが提唱しましたいわゆるＧＮＥＰ、国際原子力エネルギー・パートナ

ーシップ構想から端を発しまして、２０１０年にできました。原子力エネルギーの平和的

利用というような問題意識について、参加国が決して強制的なものではないのだけれども、

いろいろ議論して合意できるものをやっていこうではないかということで、年に一回、執

行委員会という閣僚級の会合が開催されます。今回は、その閣僚級の会合はアルゼンチン

で開催されまして、その前にせっかくアルゼンチンで開催するということだったので、南

米関係者のステークホルダー会合とか、あるいは執行委員会の事務委員会であります運営

委員会というようなものを開催しまして、私はこの運営委員会の方の副議長でもあったも

のですから、併せて執行委員会の方も岡委員長の代理で出させていただきました。 

  以下、簡単に御報告をさせていただきます。 

  開催日は１０月２７日、ブエノスアイレスでございます。ＩＦＮＥＣの参加国は２枚めく

っていただきますと、３ページのところに加盟国、オブザーバー国、オブザーバー機関と

いうのが書いてございますけれども、その中から大体半分ぐらいの１７か国、それから、

オブザーバー国・機関が出席されていました。アルゼンチンは官房長官のマルコス・ペニ

ャさんという方が来て御挨拶をされましたけれども、議長はその下のエネルギー・鉱業省

次官のガダノさんという方が参加されて議論を進めておられました。アルゼンチンはデフ

ォルトから立ち直ってきて、非常に前向きにこういった国際関係のことをしっかりやりた

いということで、この会合についても大歓迎であるというようなことをこの官房長官から
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御挨拶を頂いております。 

  この１ページ目に戻りまして、３ポツのところに執行委員会会合の結果というのがありま

すが、１行目はそのことでございます。それから、２行目は出席国によるステートメント

ということで、全部ではないのですけれども、希望した国から基本的に参加国については

どういうふうなことが現状で起きているか、どんなことを考えているかということを紹介

しております。我が国からは、私の方から福島を始めとする原子力政策の現状、一応着実

に立ち直ってきているということ、それから、世界における原子力安全確保というのは非

常に大事であると。後に出てきますけれども、今後、供給国と需要国との対話を促進する

ためのアドホックグループをつくるかという話題がありまして、それに関して、是非安全

についても議論してもらうということでサポートしたいというふうなことを申し上げてお

ります。 

  それから、さっきちょっと申し上げましたが、アルゼンチンの方からは、ラテンアメリカ

原子力エネルギーステークホルダー会合というのをこの会合の前、２５、２６日、１日半

を使いまして、せっかくですからイベントをやったと。これは各国の政府関係者のみなら

ずいろんな産業界とか規制当局とか、そういう方々が集まって、例えばアルゼンチン、ボ

リビア、チリといったところの各国の動向紹介ですとか、こういう原子力プラントだけで

はなくて、ビッグプロジェクトというのをどういうふうにやっていけばいいのかという事

例の紹介としてパナマ運河ですとか、あるいは実際に核エネルギープラントをつくるとし

て、どんなことが問題になるかを仮定のエクササイズの議論を何人か決めて議論するとか

いろいろやりまして、かなりうまくいきましたというような紹介がございました。 

  それから、先ほど紹介しましたとおり、運営グループ、運営委員会の方から活動状況報告

がありまして、それから、このＩＦＮＥＣが二つのワーキンググループ、いわゆる人材育

成ですとか規制環境づくりとか、そういった基盤整備を検討するワーキンググループと、

それから、燃料供給サービス関係、特に廃棄物等の処理について国際的な連携をどうした

らいいかといったようなことについて議論をしているワーキンググループから活動方針等

が紹介されました。 

  それからもう一つ、今回の前に、５月頃に特にファイナンスということをトピックにしま

して、タイで開催された、これも３０国ぐらい集まったということなのですけれども、フ

ァイナンスについてのいろんな議論を同じようにやった会議の報告がありまして、こうし

たタイの会合あるいは先ほどのラテンアメリカの会合のように多様なステークホルダーを
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入れて議論すると、みんな話がかみ合ってきて有用であるというような指摘がございまし

た。 

  それから、先ほど申し上げましたように、新しく一つアドホックグループをつくらないか

と。特に供給国と需要国の中で共通の意識醸成というのができるようなアドホックグルー

プはあった方がいいねというような提案がされておりまして、我が国は先ほど申し上げた

ように支持ということでしたけれども、基本的に加盟国多数の支持ということで可決され

ました。トピックとしては、例えばファイナンスですとか、今の安全とかいろんなトピッ

クを考えようということで、ＴＯＲは今後速やかに詰めるということになってございます。

本グループの共同議長としては、いろいろ今申し上げたようないきさつもありまして、ア

ルゼンチンと並んで日本からも共同議長を出すと。それと、その運営委員会の委員長─

アメリカですけれども─の３か国でしていくということになりました。 

  それから、後段に出てまいりますけれども、共同声明というものに参画しております。こ

れはちょっと間違いがありまして、添付４、５と書いてありますが、３、４がそれぞれ英

文、和文で後ほどついてございます。一つ目の黒ポツがＩＦＮＥＣについてのミッション

の紹介で、省略させていただきます。 

  それから、二つ目の黒ポツが例えばそれぞれの活動方針ということですけれども、運営委

員会がそのアドホックグループというのを立ち上げて、１年後の執行委員会に向けて活動

状況を報告し、そのアドホックグループを継続するか否かについての議論に耐えられるよ

うに活動してくださいと。それから、それぞれワーキンググループがそれぞれの取組を進

めてくださいと。それから、各国が本当に満足しているかということについてアンケート

をやりましたので、それを事務局から簡単に紹介があったのですけれども、２０１７年の

第一四半期までにコンプリヘンシブなレポートをまとめてほしいと、こういったようなこ

とが共同声明で取りまとめられました。 

  なお、次回はイギリスが確定ではないのですけれども、基本的には主催する方向で検討し

たいということになってございます。今後もこれまで主催したことがない国を中心に、そ

の後も是非引き受けてほしいというような指摘がありまして、実は、日本は今まで引き受

けていないので、２０１８年以降どうするかということについて宿題のような形で持ち帰

ってきております。 

  雑駁（ざっぱく）ではございますが、以上でございます。後ろの方に私どもの日本のステ

ートメントと共同声明についてつけさせていただきました。 
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  以上でございます。 

（岡委員長）ありがとうございました。それでは、質疑を行いたいと思います。 

  阿部委員、お願いします。 

（阿部委員）御報告ありがとうございました。非常に幅の広い議論をされているのですが、本

来これは閣僚レベルの会議だということなのですね。 

（進藤審議官）はい。執行委員会は閣僚レベルの会議ということになっております。 

（阿部委員）リストを見ると、閣僚レベルで出たのは、ホスト国の官房長官が挨拶しただけで、

あとは出ていないから、これもなかなか閣僚レベルを達成するのは難しいということなの

でしょうね。 

（進藤審議官）場所的にアルゼンチンはそんなに近くないということもありますし、私は今回

初めて参加させていただきましたけれども、閣僚会合で本当に閣僚で来られるのは数名と

いうふうに聞いております。しかし、今回は官房長官が来られたので、そういう意味では、

皆さんちょっとハッピーというような感じだったかと思います。 

（阿部委員）恐らくこれはアメリカが言い出しっぺだから、アメリカはエネルギー庁長官が本

来は出ているのでしょうね。室谷さん、そうですね。 

（室谷参事官）ここ数年を振り返ると、必ずしもそうではなくて、セカンダリーとかサードポ

ジションの方が出ることが多いように承知しております。 

（阿部委員）日本は、本来は閣僚はどなたが出るのですか。 

（室谷参事官）本来であれば、この中身、内容からすると経産大臣ということになるのかもし

れません。ただ、これまでこれも振り返りますと、阿部委員にも御出席いただいたことも

ありますし、その前は内閣府の政務の方に対応いただいたこともございます。そういった

意味では、ＩＦＮＥＣの内容としては経産大臣であり、内閣府大臣であり、ただ、実際Ｉ

ＦＮＥＣの対応の日本の窓口は、今、内閣府となっておりますので、今後場合によっては、

大臣を出すということになると、これは繰り返しますが、内容次第ですけれども、内閣府

大臣ということも形としてはあり得るし、原子力委員長あるいはその代理である阿部先生

というのもあり得るのかなというふうに思っております。 

（阿部委員）そうすると、進藤審議官、原子力委員長の代理として行ってまいりましたとおっ

しゃったけれども、本来、閣僚であれば、何で委員長が、別に委員長も本来出席するとい

うことになっていないのでしょう。 

（室谷参事官）この閣僚級会議は、必ずしも各国、誰でなければいけないという明確な定義は
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のうございます。ミニステリアルレベルという英語で言い方をしておりまして、これまで

は今お話がございましたように、例えば去年の場合、岡委員長に御対応いただいておりま

すし、そういった意味では、ほとんどミニステリアルレベルであり、今回はその代理とし

て審議官が行かれたというのがその整理でございます。 

（阿部委員）だって内閣府は原子力問題を扱う権限があるわけだから、そこの審議官である進

藤審議官は進藤審議官として、内閣府審議官として出て問題ないのではないか。委員長代

理として出ますということを申し上げるならば、これは非常に厄介なことなのです。つま

り委員長（出席）を委員会で決定しなければいけない、代理としてお願いしますというこ

と。しかも、発言をもし委員長代理として発言するならば、我々はちゃんと発言案を審査

しなければいけない。僕は見た覚えがないですね。 

（進藤審議官）失礼しました。そういう意味で言うと、出席者としては内閣府としての私が出

ておりまして、前回、岡委員長がお出になったと伺いましたので、ちょっと言葉が足りま

せんでした。失礼いたしました。 

（阿部委員）それで、このアドホックグループというのは、そうすると、日本も共同議長を務

めて、これから１年間やるわけですか。 

（進藤審議官）とりあえず１年やってみて、どれだけの内容あるいは付加価値があるかという

のを次の、今回私が出ました執行委員会、次の回のときに判断をしようということになっ

ております。 

（阿部委員）次ということは、１年後ということですか。 

（進藤審議官）一応、恐らく１０月か１１月の時点でイギリスが開催するということになりま

すので、そのときに判断をしようということになっています。 

  補足で申し上げますと、本件はこの会議でもちろんいきなり出たわけではなくて、事前に

こういうアドホックな会合をして、特に需要者と供給者の間である程度共通の認識を持っ

た方がいいものについてインテンシブに議論した方がいいのではないかというような話を

しておりまして、いろいろドキュメンテーションとかも少し準備をしながら進めていまし

た。そのときにはファイナンスですとか、あるいは電力市場改革ですとか、いろんなトピ

ックがあったのですけれども、私どもとしては原子力安全という切り口がやはり我々の経

験を踏まえれば大事なことかなということもありまして、そういった項目も是非入れてほ

しいというようなことを申し上げた次第であります。 

  そういうこともあるので、共同議長のような形でないと何となくそのあたりのトピックが
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おろそかにされてしまうかなというような気持ちもありまして、どうせ言うのならば、し

っかり踏み込んで言いたいということで入ったという次第でございます。 

（阿部委員）ざっとこの参加国を拝見すると、早い話がこのたぐいの議論のお話はＩＡＥＡで

もやっているし、いろんなところでやっていますよね。恐らく何か違いがあるとすると、

アメリカが始めた会議なので、ちょうど核セキュリティ・サミットみたいに、要するにア

メリカの好きな国しか入っていないですね。例えば今ちょっとリストを見たのですけれど

も、イランは入っていませんね。 

（進藤審議官）入っていないと思います。 

（阿部委員）それから、インド、パキスタンも入っていない。そういう意味において、恐らく

これはＧＮＥＰだからブッシュ政権のときに始めたのですね。だから、これはブッシュ共

和党政権がアメリカ中心で世界の核エネルギー利用を推進しようということで、信頼でき

る国は入れる、呼ぶけれども、そうでない国は呼ばなかったのですね。だから、イランは

呼ばなかった。それから、イン・パキは若干問題があるから恐らく呼ばなかったのですね、

これは。それがずっと続いていると、こういうことかしら。 

（室谷参事官）今の件でございますけれども、ＧＮＥＰ以来、この活動の目指すところは新し

い原子力参入国に対して、例えば核不拡散、核セキュリティの観点からそのエンリッチメ

ントをやりたいという希望が出てきたり、あるいは再処理をやりたいとか、そういうよう

ないろいろな問題が生じないように、むしろ原子力先進国として、もし要請があれば申込

みもして差し上げるし、再処理もして差し上げると。そういうことをみんなでやろうねと

いうことで、むしろ入りたい国が手を挙げて、それを受け入れてきたという経緯があるの

ですね。 

  私が承知する限りでは、今おっしゃったようなイランから始まりインド、パキスタン、こ

れらの国が参加表明をたしかした経緯はないのではないかなというふうに思いますけれど

も、そこは詳細に調べないと分からないかもしれません。 

（進藤審議官）ちょっとだけ補足させていただければ、この会は常に各国のコンセンサス、ボ

ランタリーで、各国をリスペクトするということを非常に強調しておりまして、そういう

意味では無理に入らなくてもいいし、入ったら入ったで何らかの価値を最大化するべく協

力しようではないかというような問題意識になっています。逆に言うと、今幾つもの国が

入っていないということではあるのですけれども、それなりに供給国としてもいたりする

ので、そういう意味では、ボランタリーでしながらも、しかも、ステークホルダーなども
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入れて国家間の余りがちがちした交渉でなく、いろいろな課題について問題意識を共有し

ようではないかというような形で各国が使っておられるという感じがいたしております。 

（阿部委員）なるほど。そうですね。室谷さんの言ったアメリカが２１世紀の初めぐらい、非

常に使用済燃料の再処理と濃縮作業を広げたくないと─核不拡散のために─というのが

非常に強くて、それでたしかこの構想が出てきたのですね。だから、当然ながら濃縮をや

りたいと頑張っていたイランは入れていないし、イン・パキみたいにそれをやっている国

も入れていない。かえって彼らを入れると、何が悪いのだと、こういう話になっちゃうか

ら、恐らくそうなのだね、これは。分かりました。ありがとうございます。 

（室谷参事官）一つだけ補足させていただきますと、入れたくない云々（うんぬん）というよ

りも、この場というのは、基本的には入りたいと言ってきて、それに対するコンセンサス

で入れてきた経緯がありますので、必ずしも入れたくない云々（うんぬん）というのは、

私は承知しておりませんし、そういった事実は把握しておりません。 

（岡委員長）阿部先生、いかがですか。 

（阿部委員）これからイランが入りたいと言ったときに、非常に難しいことになりますね。今

おっしゃったこれはコンセンサスで決める。 

（室谷参事官）そうですね。 

（阿部委員）誰か一人反対すると入れないわけね。 

（進藤審議官）多分そうだと思います。会議の最後にどこか入りたいと聞いた国があったら手

を挙げてくれというふうに言われたのですけれども、今回は誰もいませんでした。もしあ

ったら、そこで多分議論になったのだと思います。さっき申し上げたように、基本は皆さ

ん反対はありませんねという感じになると思います。 

（阿部委員）ありがとうございました。分かりました。 

（岡委員長）中西先生、お願いします。 

（中西委員）どうも御説明ありがとうございました。質問ではないのですが、こういう会議は

やはり情報をずっと持ち続けている人が存在するということが一番大切だと思うのですが、

それは原子力委員会の事務局が担っていると考えてよろしゅうございますか。 

（室谷参事官）それでは、代わりに。おっしゃるとおり、今、内閣府がワンストップショップ

というか、この件については情報を位置づけて、組織としてその情報を蓄積して、そして、

関係する役所は他にもありますので、経産省と連携をとりながら個別の事項に当たってい

ると。おっしゃるように継続性という意味は、必ずしも日本の仕組みの中では特定の個人
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がずっとというのはいかないのですけれども、組織として蓄積するような努力をいたして

おります。 

（中西委員）今、内閣府とおっしゃったのですが、内閣府の中の原子力委員会の事務局という

ことですか。ありがとうございます。 

（阿部委員）そこは非常に微妙な違いがあって、内閣府原子力政策部署というのは、内閣の原

子力に関する政策を遂行する機関なのですよね。ですから、正に基本計画とか何とかかん

とかに基づいてやるのが、これは国家公務員の使命としてやっておられるのですね。原子

力委員会の使命は違うのです。そこの違いははっきりしておいてください。原子力委員会

は、原子力委員会の設置法、更に言えば原子力基本法に基づいて原子力の利用を考えて、

委員会としての意見を言う機関なので、これは違うのです。 

（進藤審議官）おっしゃるように内閣府の原子力政策担当室という室が原子力委員会の事務局

もさせていただいているのですけれども、事務局以外の業務として、内閣府としてやって

いるというふうに考えるのが一番形式的には正しいと思います。 

（岡委員長）ありがとうございました。私の理解をちょっと申し上げて、間違っていたら教え

てください。我々といいますか、内閣府の方あるいは原子力委員会の方は多国間協力、各

省庁の方は二国間協力が主になると、こういう仕分には大体はなっているということです

ね。 

  それから、これはこういうことで、例えばちょっと燃料供給グループ、使用済燃料、これ

は多国間処理が出ていますけれども、このあたりの考え方は、日本としてははっきりして

おりまして、一つ国際的には放射性廃棄物は自国処理、自国の責任であるということは国

際的な共通認識ですね。ただ、いろんな国があって、小さい国もありますので、こういう

ことに非常に関心が高いということで取り上げています。ただ、日本にとっては、そちら

というよりは自分たちでちゃんとやるということが倫理的にもエネルギーセキュリティの

面でもコストの面でも非常に重要であるというふうに私は考えているということをきちん

と申し上げておきたいと思います。 

  ちょっと印象を言いますと、アルゼンチンはデフォルト、経済危機になる前に非常に原子

力に熱心だった記憶が私はありまして、また元気になってきたなという感じがいたします。

昔はオーストラリアに研究炉を売ったり、あるいは中小型炉を売ろうとしたりとかしてい

たのですが、ちょっと経済危機になって少し原子力の国際舞台から離れていたのですが、

またこういうところに出てきたなと、そういう印象があります。国際協力ですので、一緒
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に議論していくということだと思います。よろしいでしょうか。 

  それでは、どうもありがとうございました。 

  それでは、ちょっとお待たせいたしまして、すみませんでした。次の議題をお願いします。 

（室谷参事官）２件目の議題でございます。根拠に基づく情報体系の構築についてということ

でございます。本日は、原子力関係機関の方々にお集まりいただいております。本当にあ

りがとうございます。 

  まずは岡委員長より目的などを簡単に御説明いただき、その後、事務局の川渕企画官から

趣旨などを御説明申し上げたいと思います。 

  それでは、岡委員長、お願いいたします。 

（岡委員長）この根拠に基づく情報体系の構築ということですが、詳しい説明は企画官の方か

ら申し上げますが、これが必要だと思って皆さんに御協力をお願いしておりますのは、一

つは国民へのこういう根拠の情報の提供が非常に少ないと。特に東電の福島の原発事故の

ときは、国民の関心が非常に例えば放射線リスクについて高まったのに必ずしも十分に国

民の方の知る期待に応えられなかったなということもあって、これについては後で御説明

がありますけれども、放医研の方で既に対応は始まっているということもありますが、そ

の他にももっと広く安全とか防災とか、それから、特に政策のところ、エネルギー・原子

力政策と関わる地球環境問題、経済性、自給率といいますかエネルギーセキュリティ、こ

ういうものの関連もそれぞれの省庁の審議会の資料なんかは開示されているのですが、つ

ながりが分かりにくいし、その他のところでは、必ずしも国民に十分伝わるような形には

なっていないと、そういうこともあるかと思いますので、こういう活動が日本では特に抜

けている。 

  英語圏で情報を探しますと、国際機関の報告書も英語ですし、検索で非常に要約もすぐ分

かりますし、知りたいところはすぐ分かるようになっているのですが、日本の方は必ずし

もそういう状態ではなくて、ＰＤＦがそのまま載っていて、なかなか専門家でも情報を探

しにくいということもある。一般の方にとっては、特に専門用語で書いてある部分につい

て、それを理解する必要があるというわけではないのですが、それの考え方はまた別の形

で、一般の方にも分かる形で解説があるというようなことが非常に少ないというふうなこ

とがあって、この活動をしてはどうかということを提案させていただいております。また

説明の後、もし何かあれば追加したいと思います。 

  川渕さん、お願いします。 
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（川渕企画官）原子力委員会事務局の川渕でございます。 

  本日お集まりいただきまして、本当にありがとうございます。今日お配りしています資料

は、２－１から２－５までになっています。１、２、３、４、５という５種類のペーパー

がついていると思いますので、これをベースに御説明したいと思います。 

  今回、根拠に基づく情報体系の構築をしなければいけないというか、多分ここにお集まり

いただいている機関の方々の間でもかなり温度差があるというふうに考えていまして、か

なり進んでいらっしゃるところとそうでないところが一緒に来ていただいているという認

識でございます。そういったものをどうやってある一定のレベルまで構築していくかとい

うところの重要性を今回は考えていくということでございますけれども、今、委員長から

申し上げた点プラス、今回原子力委員会では俯瞰（ふかん）的な立場から、俯瞰（ふかん）

的な視点から「原子力利用に関する基本的考え方」というものを準備しております。これ

はかつての原子力大綱のような政策ですとか予算のパッチワークではなく、福島の反省を

踏まえた上で、皆様の、一般の方々の御理解を得るためにはどうすればいいかというよう

なことが基本というふうになっておりますので、そういった意味で今回のような取組があ

るということでございます。 

  そういうふうに考えていきますと、各省の政策でない部分、カバーしていない部分及びこ

こにお集まりいただいているような民間の方々の対応がまだ十分でない部分について、原

子力委員会が自ら指摘をし、方向性を考えていこうではないかというようなことでござい

ます。元々のベースとしては、当然ながら委員長が申し上げたようなことがありますけれ

ども、プラスとして、準備をしております「基本的考え方」というものの中にもはまるよ

うな形になるということでございます。幾つかある政策でカバーできていない部分ですと

か民間での対応が不十分な部分、そういうものの一つの中に今回の根拠に基づく情報体系

の構築があるというふうに考えております。 

  今日は十分に議論する時間を設けたいと考えています。そして、次回に見解という形でこ

れを策定し、公表しようと考えています。もちろん今日は定例会の場ですので、こういっ

たことが議論されているなということは今日の段階で皆様に御理解いただくということに

なっております。 

  資料２－１の方から入らせていただきたいと思います。 

  原子力委員会では、数か月間にわたりまして、こういった情報体系、情報発信の日本の特

に原子力分野における日本の現状ですとか、アメリカですとかイギリス、こういった諸状
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況を分析した上で、理解の深化をしていただくために必要と思われる根拠に基づく情報体

系の構築について、概念を今回整理したというものでございます。 

  背景につきましては、今、委員長が申し上げたとおりでございますけれども、プラスアル

ファとして、２個目の矢印ですが、先日のＧ７、伊勢志摩サミットの宣言において原子力

政策に対する社会的理解を高めるために、科学的知見に基づく対話─これは英語ではコ

ミュニケーションですね─及び透明性の向上、トランスパレンシーが重要であると宣言

されておりまして、理解を深める活動が国際的にも求められているというのが世界的な潮

流と考えております。 

  それを踏まえまして、従来から既にここにお集まりいただいている方々の中には、立地す

る地元住民の方々に対しまして、双方向の対話活動を中心に行っていただいていると、そ

ういった理解はしております。不安を抱えていらっしゃる地元の方との双方向の対話は引

き続き重要でありますけれども、一方で、１個目の矢印にありますように、立地地域のみ

ならず世の中の大半を占める一般の方々に対しても積極的な何らかの対応が必要ではない

かという問題意識でございます。 

  そういった中で、２個目の矢印にありますように、二つの活動が求められるのではないか

というのが今回の原子力委員会としての提案でございます。 

  ①ですけれども、コミュニケーション活動、これは今までいろんな方々がやっていらっし

ゃる活動でございます。②がインターネット等を活用して、オピニオンリーダー、メディ

ア記者、専門家に限らず、一般の普通の国民の方々が知りたいと思う情報を自ら入手でき

る情報体系の構築が必要ではないかということでございます。今までは①の方がかなり積

極的に行われておりましたけれども、今後は②の方も必要ではないかという提案でござい

ます。括弧書きで書いていますけれども、プル型の活動というふうに呼んでおります。 

  こういうことが行われると、緑色のところでございますけれども、当然ながら平時におけ

る、通常の状態における科学的根拠ですとか客観的根拠に基づくコミュニケーション活動

にもいい効果が現れると。加えて、緊急時でもちゃんと検索しに行くことができるという

ことでございます。 

  この概念を図式化したのが次のページの２ページ目にあります大きな図でございます。今

日はこの図が一番ベースになると考えていますので、この図を頭の中に入れていただけれ

ばと思っています。右側がコミュニケーション、プッシュ型で左側が今回のターゲットと

いうふうに書いていますけれども、基盤となる根拠に基づく情報体系、検索システムの構
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築ということで、プル型ということで考えています。 

  現状の認識を３ページ目に書いておりますけれども、この概念整理をするために現状認識

をしたものでございます。当然ながらインターネットというツール自体は普及しておりま

すので、誰でも本当は探そうと思えば探せるようになっております。一方で、２個目の矢

印、これはアンケート結果なのですけれども、実は資料２－４を見ていただくと、棒グラ

フの資料２－４がついておりますけれども、これは、実は原文財団さんのアンケート結果

を利用させていただいております。 

  １ページ目が原子力・エネルギーに関する広聴・広報（情報源）です。これはいわゆるプ

ッシュ型というか、情報が一方的に流れてくる場合ですけれども、ふだんは皆さん、基本

的にはテレビ、新聞をベースに情報収集するということです。めくっていただいて、ふだ

んの今度はプル型ですけれども、情報収集は考えてみると、直感的には当たり前なのです

けれども、アンケートの結果でもやっぱりインターネットで検索するというのが６割近く

いっているという状況でございます。 

  ちょっと更に補足ですけれども、３ページ目を見ていただくと、では、どの情報源の情報

を信用しますかという話ですけれども、実は一番多いのが専門家（大学ですとか研究者）

で、２番目が２２．９％になりますけれども、国際原子力関連機関ですとか国際機関の分

析結果ですとか報告書、そういったところが２個目、３個目が評論家というのはあります

けれども、それを飛ばすと原子力関係者、正に今日お集まりいただいている皆様方かなと

いうふうに考えています。残念なことに政府関係者は非常に低いというような形になって

おります。こういったことを踏まえまして、やはりインターネット上におけるプル型に対

応するための情報基盤の整備が必要ですねということでございます。 

  課題の方を３ページ目でちょっと復習させていただきますと、まず、１個目に一般向け、

専門家向けの情報、特に日本の場合、これは多分分野によって違うと思うのですけれども、

原子力分野の場合、かなり個別的・断片的になっているということで、検索性にも配慮さ

れていないものが結構多いですよねということが、まず簡単に言うと問題点として指摘さ

れるかなと。 

  今回の提案の中で一番重要だと思われます実は３個目の矢印ですけれども、根拠を一般向

けに分かりやすく解説した文献がないのではないかと考えております。その結果、表層的

な理解にとどまってしまい、その根拠のつながりですとか俯瞰（ふかん）的な把握を一般

の方々がすることはできないのではないかということでございます。 
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  ４個目に補足としてアメリカですとかイギリスの状況を書いておりますけれども、アメリ

カ、イギリスであれば、国際機関の報告書に初めから英語ですのでアクセスできる上に、

複数の機関が同様にそういった情報を提供していると。ここはちょっと日本の場合、言語

の壁が大きいので不利なところもありますけれども、その分頑張らなければいけないので

はないかということでございます。 

  下の四角に海外の事例で資料２－３をつけさせていただいております。これはアメリカの

場合ですと、ＮＥＩ（Ｎｕｃｌｅａｒ Ｅｎｅｒｇｙ Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ 原子力エネ

ルギー協会）ですとかＮＲＣ（Ｎｕｃｌｅａｒ Ｒｅｇｕｌａｔｏｒｙ Ｃｏｍｍｉｓｓ

ｉｏｎ 原子力規制委員会）、イギリスの場合ですとかＮＩＡ（Ｎｕｃｌｅａｒ Ｉｎｄ

ｕｓｔｒｙ Ａｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ 原子力産業協会）などがキーとなっていますが、

今回はアメリカのＮＥＩの事例だけを資料２－３につけさせていただいております。 

  例えばですけれども、資料２－３を見ていただきますと、左側の目次にＣｌｅａｎ Ａｉ

ｒ Ｅｎｅｒｇｙ、右側にＦＡＱがありますけれども、このＣｌｅａｎ Ａｉｒ Ｅｎｅ

ｒｇｙをクリックすると、一般的な話に２ページ目、３ページ目に飛ぶということでござ

います。更にそれをクリックしていくと深くいくということでございます。 

  あと、面白いのは、ＦＡＱを押していきますと、５ページ目以降の項目表が出てくる構造

になっておりますけれども、日本ではなかなか見られないような質問もあったりします。 

  注目すべきは、８ページ目。今回、コストというか経済性のことを少し調べてみたところ、

８ページ目の真ん中ぐらいのところのａｎ ａｎａｌｙｓｉｓをクリックすると、Ｅｃｏ

ｎｏｍｉｃ Ｂｅｎｅｆｉｔｓですけれども、そうすると、ＮＥＩ独自につくられたホワ

イトペーパー、１１ページ目に飛ぶということでございます。１１ページ目に関しては、

いろんな視点から分析を加えられたアメリカにおける原子力発電のコストですとか個別の

発電所におけるコストが載っております。この発電所はこうだ、この発電所はああだこう

だというようなことで、独自に分析を加えられているということでございます。これはＮ

ＥＩの事例でございます。他にもＮＲＣ、ＮＩＡの事例もありますけれども、これ今日は

ちょっと割愛させていただきます。 

  その４ページ目にいかせていただきます。では、この左側の情報体系を構築するためにど

うすればいいかということでございます。アメリカの事例ですとかイギリスの事例などを

分析した上でというのもありますけれども、まず目指すべき姿として、ここが一番ポイン

トとなるところでございますけれども、一般の方々が自らの関心に応じて、自ら見つけた
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情報を自ら取捨選択して納得すると、一次情報に近いということもあるかと思いますけれ

ども、すると、腑（ふ）に落ちる状態になると考えられると。こういった状況を目指すこ

とが目標で、そのためには先ほどの２ページ目と４ページ目を両方見比べていただければ

と思いますけれども、４層構造に分けて考えるべきではないかということでございます。 

  １層構造目が一般向け情報、これは分かりやすい情報ですけれども、２層構造目をちょっ

と飛ばしまして、３層目にいきますと、専門家向け情報、４層目が根拠そのものというこ

とで、２層目は何なのですかというところで２ページ目を見ていただくと、根拠を一般向

けに解説したものですとか政策情報ですとかそういったもの。この丸の数を見ていただき

ますと、２層目がぽこっと抜けているということを意味しておりまして、我が国において

は、この２層構造目が非常に欠けている部分ではないかと。そうなので、３層目、４層目

は何となく専門家の方などはたどり着きやすいと思うのですけれども、やはり２層目がぼ

こっと抜けていることによって、一般の方々が目にする１層目と専門の方々が目にする３

層目、４層目で大きく差があると。そうすると、１層目の根拠の部分は一般の方がたどれ

ないということになっているのではないかという問題意識でございます。 

  そういった関係と背景を踏まえまして取り組むべきことの具体的な事例としては、４ペー

ジ目のまず下の取組というところでございます。これは赤、黒、赤という三つのポツにな

っておりますけれども、最も大事なのは、実は２個目の黒ポツかなというふうに考えてお

ります。今御説明したとおりですけれども、我が国で圧倒的に少ない根拠を一般向けに解

説したもの、これはあえて境界情報というふうに定義をさせていただいておりますけれど

も、境界情報の作成・提供を強化するべきではないかということでございます。なかなか

これをつくり込むのは非常に大変だというふうに理解しておりますので、ここはまた今後

の議論かなというふうに思っております。 

  １個目のポツですけれども、個別的・断片的になっている情報をつなぐと。これは一つの

組織内において断片的になっている情報をつなぐということとともに、関連する機関の間

でつないでいただくとか、若しくは外部の情報にもつないでいただくということで、簡単

に言うとリンクを貼るですとか、記述した根拠の出典を明記する、若しくは一般向けの用

語集の作成、こういったところが含まれるかなと。 

  ３個目のポツに、インターネット上の検索性の向上ということでございます。必ずしもグ

ーグルで検索するということではなくて、この方がこういう単語を打ち込んだら、この人

たちは何を求めているのかなという原子力独特の部分があると思いますので、そういった
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やり方をするのがいいのかなというふうに考えています。 

  一番下に書いておりますけれども、今日はちょっと是非御議論したいなというふうに考え

ておりますのが、資料２－２の１枚資料が入っておりますけれども、これをちょっと見て

いただければと思います。 

  検討すべき事項ということで資料を配らせていただいていますけれども、これは事前にい

ろいろ各関連機関の方と意見交換させていただいた結果を踏まえてまとめたものでござい

ます。 

  １ポツ、これ実は総論そのものになっていまして、多分今日お集まりいただいている方の

中で、この問題意識に関しては問題なく御理解、共有していただけるのかなというふうに

考えていまして、三つつけさせていただいております。ちょっと簡単に読ませていただき

ます。 

  「東電福島原発事故以降、原発立地地域に限らず、国民全体等、世の中の大半を占める一

般の方々の原子力への不信や不安、関心が高まっています。一般の方々を対象とした理解

を深めていただくための基盤となる根拠に基づく情報体系、検索システム、プル型の活動

の構築が必要です。」 

  ２個目の丸ですけれども、福島以降、原子力関連機関の方々は慎重になり過ぎていて、必

要な情報発信がなされていなかった感があるということでございますので、今後は科学的

に正確な情報ですとか事実、根拠に基づく情報体系を整備する必要があるのではないかと

いうことでございます。ここでやっぱり重要なのが、ただし書のところなのですけれども、

「ただし、その際の科学の不確実性ですとかリスクについても十分留意する必要があるの

ではないか」ということでございます。ここの部分の判断は、また御議論があるかと思い

ます。 

  ３個目ですけれども、まずは国民の関心が大きく、原子力政策の観点でも重要な地球環

境・経済性・エネルギーセキュリティに加えて安全・防災、放射性廃棄物、放射線被ばく

リスク、こういったところが一般の方々の興味のある部分というふうに考えられます。こ

の三つに関しては共通の御認識を頂けるような気がしておりますので、よろしく御議論い

ただければと思います。 

  ２ポツ目ですけれども、今回に限らずという意味ですけれども、検討が必要な事項を四つ

ほど書かせていただいています。重要な順番ごとに並べてはおりますけれども、できる順

番という意味で言うと、①ですね。まずは根拠に基づく情報について、科学的・客観的な
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事実の視点と政策立案における考え方、両方あるのかなというふうに考えています。ここ

の部分は微妙に絡み合いますよねというような議論があろうかと思いますけれども、まず

はこういったものについてとにかく両方とも作成・提供していくと。進み方として出して

いくということが重要ではないかということでございます。 

  ２個目の境界情報（第２層目）について、第２層目の作成・提供における簡単に言うと役

割分担というとあれですけれども、役割分担ですとか進め方、お金が必要な場合は資金を

どうするのかなというところ。あとは、これは１個目の丸にもつながりますけれども、特

に２層目についてはどうやって品質を担保するか、維持するかというところかなというふ

うに考えています。 

  ３個目ですね。各層の連結についてと。これは、実はすぐできるのではないかというふう

に考えておりますけれども、各機関が独自に情報を作成・提供していますよねと。そうい

ったところでどのように各層をつないでいくかと。まずは、一つの機関ごとに独自にでき

るところは進めることはできるのではないかと考えております。けれども、一方で、効果

的・効率的にするためには横断的にすべきこともあるということで、そのあたりのどうい

う情報をつないでいくかというふうに考えております。それに加えて、ゲートウェイ的な

工夫も必要ではないかと。 

  ④が検索性ですね。検索性については、どういった工夫が必要かということで考えており

ます。 

  裏のページを見ていただきますと、今日の２ポツの１）の四つのような話題がありますけ

れども、そういったところが今後ちゃんと議論していくところが必要ではないかなという

ことでございまして、関連機関の方々が継続して議論を行える場が必要ではないかという

ことでございます。議論を進める上でのポイントとしては、例えば１個目のポツにありま

すように、２層目の作成方針ですとか、１層目から４層目でどういったつながりを持たせ

るか、こういった議論を踏まえた簡単に言うと編集方針みたいなものをつくっておけば、

ある程度それに従って定量的に判断できるのではないかなということでございます。 

  ２個目のポツですけれども、継続性が必要だということで、持続的な体制をどうすればい

いかということ、３個目、今後更に必要なことの明確化、４個目、実行体制ということで

ございます。 

  最後の丸ですけれども、今回は次回の見解をまとめるということのお集まりですけれども、

それ以降、そんなに頻繁にやるというような計画をまだ立てておりませんけれども、関連
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機関及び原子力委員会事務局としてしっかり議論させていただきたいなというふうに考え

ております。 

  以上です。 

（岡委員長）ありがとうございます。 

  それでは、室谷参事官。 

（室谷参事官）おっしゃるとおり、本日は量子科学技術研究開発機構の放射線医学総合研究所、

放射線防護情報統合センターの神田センター長がお越しくださっております。本日は、セ

ンター長から同センターで取り組んでおられます好事例について御説明を頂きたいという

ふうに思っております。どうぞよろしくお願い申し上げます。 

（神田放射線防護情報統合センター長）御紹介いただきまして、どうもありがとうございます。

量子科学技術研究開発機構の神田と申します。 

  お手元の資料２－５に従いまして、現在、原子力規制庁からの委託で行っております放射

線影響・防護のナレッジベースの構築という事業を御紹介させていただきます。 

  まず、こうしたシステムをつくることになった目的ですとか経緯について少しお話をさせ

ていただきます。１ページ目の下の図を御覧ください。 

  御存じのとおり、放射線防護に関する国の法令ですとか指針というのは、いろいろな科学

的な根拠や国際的なルールに基づいて策定されております。こうした情報の最も上流にあ

りますのが放射線影響研究ですとか安全研究の成果であり、こうした科学的知見の集大成

が国連科学委員会、ＵＮＳＣＥＡＲ（Ｕｎｉｔｅｄ Ｎａｔｉｏｎｓ Ｓｃｉｅｎｔｉｆ

ｉｃ Ｃｏｍｍｉｔｔｅｅ ｏｎ ｔｈｅ Ｅｆｆｅｃｔｓ ｏｆ Ａｔｏｍｉｃ Ｒａ

ｄｉａｔｉｏｎ）の発行する報告書という形になります。新たな科学的な知見を得まして、

放射線防護の枠組みも改正の必要があるのではないかとなりますと、国際放射線防護委員

会、ＩＣＲＰ（Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ Ｃｏｍｍｉｓｓｉｏｎ ｏｎ Ｒａｄｉｏ

ｌｏｇｉｃａｌ Ｐｒｏｔｅｃｔｉｏｎ）が国際的な見解をまとめ、また、国際原子力機

関、ＩＡＥＡ（Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ Ａｔｏｍｉｃ Ｅｎｅｒｇｙ Ａｇｅｎｃ

ｙ）は国際基本安全基準というものを取りまとめます。テーマによっては、その他の国際

機関も関与いたしますけれども、こういった形で国際的な見解がまとまりますと、それが

各国の法令や指針に反映されると、こういう流れをたどります。 

  福島第一原発事故では、多くの専門家同様、私どもも一般の方々に情報発信を積極的に行

ってきたつもりでおりますけれども、多くの方々にとっての関心事というのは、自分が置
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かれている状況が安全かどうかということを確認したいという点にございました。そうし

ますと、例えば避難の基準、年間２０ｍＳｖというお話をお聞きになりますと、それは何

でですかという御質問を受けます。「ＩＣＲＰがそう言っています」では、やっぱりこれ

は答えにならなくて、なぜＩＣＲＰがそう決めたのかということをお知りになりたいとい

う方は当然いらっしゃいます。 

  そこで、今つくっております放射線影響・防護のナレッジベースの構築というのは、この

放射線防護情報の流れを逆にたどることができる、トレーサビリティのある情報提供のツ

ールをつくるというのが柱の一つと考えてございます。 

  おめくりいただきまして、上の図、科学的知見に関する情報発信活動の概要と書かせてい

ただきましたが、こういったシステムに入れるコンテンツに関しましては、放医研は長年、

ＵＮＳＣＥＡＲの報告書の翻訳をしたりですとか、事故前から低線量放射線に関する解説

本ですとかポータルサイトを作成してまいりましたので、ある程度の質と量というものは

蓄積してございました。ただ、現時点では、これらの情報がばらばらにあるような状況で

す。ヤフーですとかグーグルで検索すれば、そうした情報も見つかるものもあるかもしれ

ませんけれども、この情報が欲しいと相当絞って探さない限り見つからないという状況で

す。多くの方々から言われたのは、これだけ情報が氾濫していますと、検索機能で欲しい

情報にすぐたどり着けるのは、その道の専門家だけだと。もう少し漠然とした段階からで

も自分が「ああ、こういう情報が欲しかったのだ」というところまでたどり着けるように

してほしいということを言われました。 

  そこで、これまで蓄積したコンテンツを素材としてナレッジベースという入れ物に整理し

ていくときに、どうしたらいいのかということをここ３年間ぐらい検討してまいりまして、

一つの方針は先ほど申し上げましたとおりに情報のトレーサビリティを確保して、オリジ

ナルの資料まで情報が垂直方向につながるという方針ですけれども、もう一つ大事な方針

といたしましては、先ほどの御説明で言われるところの境界情報、これが水平方向にもリ

ンクをして、一発で欲しい情報にはたどり着けなくても、そこから１回、２回とリンク先

に飛べば欲しい情報にたどり着けるようにしたいというふうに思っております。 

  下の表を御覧いただきますと、これは今、原子力規制庁の委託事業も今年で３年目となり

まして、この間どういったシステムを構築するか、放射線の専門家ですとか情報科学の専

門家の先生方にいろいろな御意見を伺って、今、一つの形に収束し始めたところです。今

の状況として、今ナレッジベースの掲載内容としてはこういうものを考えているという表
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になります。ただ、これから御紹介する中身もシステムもまだ作成途上であるということ

は御承知おきいただければと思っています。 

  ナレッジベースとして掲載する予定のコンテンツですけれども、この表で御覧いただいて

いるようなカテゴリー、分野、範囲のものを考えています。基本情報といったカテゴリー

とそれ以外のトピックス的なところ等ございますし、こういったコンテンツへたどり着く

方法もユーザーとしては一般の方、行政の方、専門の方、そういう方を想定しております

ので、同じ情報でも入り口は入りやすいところから入っていただく形にしたいというふう

に思っています。そんなふうに考えて今システムを構築しているところでございます。 

  １枚おめくりいただきまして、上の図、これが今形として見えておりますシステムのメイ

ンページになります。まずは左からメインメニューがあり、サイトポリシーがあり、そし

て、一番右側には検索機能と外部リンクという配置になっておりますが、こういった見た

目はコンテンツマネジメントシステムを変えれば変わってまいります。 

  先ほども申し上げましたように、同じ情報にたどり着くにしても、入りやすい入り口とい

うのは、それぞれの方によって若干違うだろうということを意識して、こうしたシステム

をつくっております。そうした構造面に関しましては、想定されるユーザーの使い方とい

う形で御紹介しながら御説明をしたいと思っています。 

  １枚おめくりいただきまして、例えば一般の方、割りかし御自分の知りたいことというの

がはっきりしているケースというのがたくさんあります。避難解除や居住制限の目安に使

われる年間２０ｍＳｖというのは一体どういうものなのかしらというふうに調べたい方で

すと、放射線に関する質問集、そこからタイトルを御覧いただいて、近いものを選んでい

ただくと。ここで言えば、現存被ばく状況の参考レベル１から２０ｍＳｖの根拠は何でし

ょうかとかいうところに２０ｍＳｖという言葉が出てまいりますので、ここをクリックし

て見てみようという形で中を見ていただきますと、書かれている内容が下のスライドです

が、ＩＣＲＰの２００７年勧告でこの参考レベルがどのように解説されているのかという

ことのおおよそを知ることができます。 

  その解説文の中で分からない言葉が出てきたら、元々参考レベルはどういう意味なのかし

らということを調べたいと思えば、そこをクリックしていただきますと、用語集の中の参

考レベルというところに飛ぶという形になっております。また、緊急事態という言葉をク

リックしていただきますと、今度は解説記事の中で、緊急事態の考え方、ＩＣＲＰではど

のように考え方が変遷していったかといった解説記事に飛ぶという形になっています。ま
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た、出典元であるＩＣＲＰの刊行物の今翻訳版がＩＣＲＰのサイトで公開されております

ので、これもクリック一つで確認できるという構造になっています。 

  次のページ、今度は行政の方になりますと、一つのことだけ答えが得られればいいという

わけではなくて、ある程度範囲の内容について見渡したい、知りたいという場合はカテゴ

リーから入っていただきまして、放射線防護生物学的側面、どんな情報があるのかという

ことを見ていただきますと、低線量放射線の影響についてどのような情報があるのか見て

いただきますと、閾値（いきち）とかＬＮＴ（Ｌｉｎｅａｒ Ｎｏ－Ｔｈｒｅｓｈｏｌｄ 

閾値（いきち）なしの直線伝説）とか、それに対して国際機関ごとの見解などがあります。 

  では、動物実験に見る低線量・低線量率効果というのはどういうふうなことなのだろうと

いうことでクリックして見ていただきますと、その記事が右側に出ている記事ですけれど

も、解説記事があって、そこにまとめた内容の引用文献も見てとれると。ただ、オリジナ

ル論文の掲載に関しては著作権による制約がございますので、すべてクリック一つで飛ぶ

わけにはいかないという形になっています。 

  今度は下ですが、検索機能も使って調べることもできます。甲状腺がん、最近話題になっ

ておりますので、検索のところにそのように入力していただきますと、ヒットしたのは質

問集から２件、論文の解説で２件ヒットしてきた。では、この論文について調べてみよう

ということで中身を見ていただきますと、その論文の解説記事があって、用語集、解説記

事とかにも先ほど同様に飛ぶという形になっております。 

  今こういった作業といたしましては、オリジナル情報から専門家向け解説より一般向けの

情報といった垂直方向へ情報をつなげるということを進めておりますけれども、今後はも

う少し関連情報間の水平方向のリンクに必要なメタ情報の付与というものを検討していき

たいと思っております。 

  説明は以上となります。 

（岡委員長）ありがとうございました。 

  それでは、今までの説明を踏まえて御議論をお願いいたします。関係機関の方々から何で

も結構です。御質問でも御意見でも結構です。よろしくお願いします。 

  どうぞ。 

（梅木理事）ありがとうございます。この御説明いただきました構想そのものにつきましては、

我々のところは特に地層処分の安全性とか実現性について非常に多分野の情報をうまくま

とめて説明しなければいけないという状況にありまして、ここでおっしゃったような４階
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層の形でこの情報をまとめていくというのは、国民全体にいかに情報を伝えるかという意

味で非常に重要な構想だろうと思います。 

  特に我々の組織だけで閉じていなくて、今御説明のありました放射線の情報についても、

我々が地層処分の説明をしている最中に多々聞かれるわけですね。政策ももちろん聞かれ

ます。ですから、そういう意味で、こういう形で統合的に各機関の情報が整理されて、そ

れが相互に利用できるような場ができるというのは非常に有り難いし、むしろ我々も積極

的にそこに参加させていただければというふうに思います。 

  それからもう一つ、特に２層目の情報が重要だとおっしゃいまして、これは特に考え方と

かコンセプトの背景といったようなものが関わると思うのですけれども、これは国際機関

等々に書かれていることを翻訳ではなくて解釈しないといけないのだと思うのですね。こ

の解釈が必ずしも専門家によって一定ではないということから、そのあたりの統一感とい

いますか、別の言葉で言うと品質なのかもしれませんけれども、そういったものをどう確

保していくかというのが一つの課題であろうし、これはいろんな機関が参加している中で

議論させていただければ、より高まるのではないかというふうに思います。 

  以上、とりあえず感想です。 

（岡委員長）ありがとうございます。その他、いかがでしょうか。 

  今の御意見に何かありますか。よろしいですか。 

（川渕企画官）ありがとうございます。正に品質の維持という意味において、２層目の部分で

すね。そこの部分の品質の維持というのが一番重要かなというふうに考えておりまして、

そういう意味で、今まで２層目を対応してこなかった我々と言ってしまうとあれなのです

けれども、皆さんがどういうふうに考えてやっていくかということで、専門家の方々がそ

こまで対応できるのかということと、一方で、一般の方々がどういうものを求めているか

ということも分かるような人材が必要だというふうに考えております。 

  そういった意味においては、見解の中ではそういったことも組織を挙げてそういった能力

のある方々、人材をこのコホートではなくて、２層目の構築及びコミュニケーションのと

ころに宛てがう必要があるのではないかと、実はそこも我々の見解の中では、原子力委員

会として入れていこうかなと考えているところでございます。 

（岡委員長）何でも結構です。 

  どうぞ。 

（竹内広報部長）我々電気事業連合会としては、これまで御案内のとおりトラブル情報などに
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ついては速やかにお知らせしたりとか、広く事業を取り巻く国内外の動向だとか政策、法

令といったことについて一般の方々に分かりやすく説明をしてきたつもりではございます。

そういった意味で、事業の透明性を確保していくということに努めてまいったつもりなの

ですが、今回御提案いただいた構想については、私ども事業者としても同じ問題意識を持

ってございます。我々は第一階層も担っておりますが、現在はホームページ上に原子力関

連情報を様々に載せておりますけれども、Ｓ＋３Ｅなどを中心としてプル型の情報体系に

なるようにちょっと再整備を自ら行っていきたいと思っております。具体的には、これか

ら作成しているものについて、なるべく第一階層情報から第二、第四までリンクを貼ると

いった工夫をするということと、検索性を高めるということについても取り組んでまいり

たいと思っています。 

  一方、原子力関連情報は非常に広範でございますので、御提案いただいたような各機関が

集まる協議会のような場があれば、是非参画させていただいて、その発信する情報の役割

分担なども協議しながら体系化していくということが実効的なのではないのかなと思って

いるところです。 

  あとは、２層目の情報基盤構築は、やはり資金面、要員面でかなり課題があると思います

ので、これについては信頼性、中立性という問題もありますので、別途じっくり議論して

いかなければいけないというふうに認識しております。 

  以上でございます。 

（岡委員長）ありがとうございます。 

  どうぞ、伊藤さん。 

（伊藤理事長）ありがとうございます。まず、この根拠情報の提示をしっかりするということ

につきましては、基本的に全く異論ございません。私どもの財団、これはやはり原子力文

化という名前そのものが原子力の持つ便益とともにリスクを両方ともしっかりとわきまえ、

よく知り、そして、それを使いこなしていく、これを原子力文化と名付けて、これを広く

世の中に普及、浸透するということを目的にもう６０年以上活動を続けているわけでござ

います。そういう中で最近の状況を見てみますと、やはり福島事故から５年たった今も、

私どものやっております世論調査の結果を先ほどちょっと御紹介いただきましたが、５年

たってもいまだに国民の六、七割が原子力をやめる、あるいはいずれやめるということを

望んでいる。 

  そして、それの一番の大きな原因は、やはり専門家が信用できないというところに来てい
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ると。これをどういうふうに打開するのかというところが一番大きな問題ではなかろうか

と思いつつ、私どもは、そういう意味では上から目線のいわゆる啓蒙（けいもう）ではな

くて、国民一人一人リスク認識はみんな違いますし、これは規制に対するリスク認識も違

うように、放射線あるいはいろんなもの、安全に対するリスク認識というのは国民一人一

人違うわけで、そういう一人一人が最後に原子力の持つリスク、福島事故の反省、教訓を

踏まえて、その後、安全規制も強化されましたし、あるいは事業者もその反省、教訓を踏

まえた対応をとっているということですが、いずれにしましても、リスクは小さくなった。

事故前に比べて小さくなったとは言うものの、絶対ゼロという原子力のリスクをゼロにす

るということはできないわけで、そのことをもって原子力を放棄する、これまた新たなリ

スクが生ずるわけですが、どちらのリスクを結局は受け入れるかというのが最後は国民一

人一人の判断になると、認識の違いですから、そういうことになるということ。 

  では、その一人一人の判断をどういうふうに持っていくのか。これを単に情緒的、感情的

にやってはいけないというのは当然のことでありまして、したがって、そこに科学的な根

拠をしっかり持った判断ができるような状況をどうつくり出すかということ。そのために

私どもは、やはり先ほど申し上げましたように、上から目線の啓蒙（けいもう）ではなか

なかうまくいかないということで、小さな対話の場、学校教育の現場であるとか、あるい

は地方で小さな対話の場を設けながら、専門家と一人一人が対話しながら、一人一人が委

員長のよく言われる腑（ふ）に落ちる状況をつくり出す、このことに今一生懸命努めてい

ます。そのときにやはり情緒的、感情的な判断にならないためにも専門家が提供しなけれ

ばいけないのは、やはりしっかりした根拠に基づく情報ということだろうと思います。 

  私どもはそういう場を設けることを仕事にしながら、一方でインターネットを通じて、あ

るいは冊子をつくり、あるいはハンドブックをつくるということをやっていますが、そこ

には常にどこから出典、この情報はどこが基になっているのかという出典先を必ずほとん

ど書くようにしています。ただ、そこから先へ行きますと、そこの出典先から更にその先

まではということは、私どもはちょっと今の状況ではできかねるものですから、そこから

先はやはり関係機関がそれぞれの役割を分担しながら、更に更にそれをどんどん専門的な

情報にまで行き着けるようなたどれる道筋をつくるというのは、一機関だけの仕事ではな

くて、多分ここでそれぞれの役割分担を決めながらやっていくことだろうと思います。 

  そういう意味では、その重要性については私も極めて異論のないところでございます。た

だ、そのやり方については、これから具体的に考えていかなければいけない。お金も当然
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かかりますし、資金もかかりますし、そういうことだろう思います。 

  以上です。 

（岡委員長）ありがとうございます。 

  他にありますか。どうぞ。 

（杉山事務局長）原産協会です。 

  基本的におっしゃった話というのは共通しているので、あれかもしれませんけれども、私

も過去に反省している経験として何があったかというと、やはりこういうプッシュ型とい

うのでしょうか、上からという話が出ておりました。ある中学生の作文を読まされたとき

にがくんとやられたのですけれども、やっぱり「事業者とかなんかは安全だ、安全だとよ

く言うけれども、それは押し付けで、自ら理解しなかったら前には進まないのだ」という

ことを作文を読まされて、急にがつんとやられました。要は、言いたいことは、自ら物差

しを持たないと物事は進まないというか、自分として理解できない、腑（ふ）に落ちない

ということかもしれません。そういうことなのかなと思います。 

  そのときに思ったのは、多分二つの方法があって、一つは教育という観点。今はかなり進

んできているような気がしますけれども、そういう部分でしっかりやっていくということ。

それから、二つ目としては、やっぱり今回提案いただいたような根拠情報にしっかりたど

り着いて、しっかり自分の知識として持たないと本来の力の理解につながっていかないの

だということなのかなと思います。その意味では、この取組は非常にいいことなのだろう

と思います。 

  では、果たして我々は自分たちのものをそういう意味の安全を踏まえて見たときに、例え

ばホームページがあるのですけれども、これはつくり手側の立場に立ってつくっているの

ですけれども、本当に受け手の側（がわ）に立って、さっき神田さんの方から話がありま

したけれども、見やすい形になっているか、引き出せるようになっているか、その親切な

部分はなかなかないし、根拠というところにもなかなかつながっていない部分があるのか

なと思います。そこが大きな反省ですし、そこは改善していかなくてはいけないのかなと

思います。 

  それからあと、さっき最初に出ていましたけれども、一つその中で政策的な話みたいなと

ころは、ちょっと統一感というかスタンスの核としてのブレインみたいなところ、そうい

うところはしっかり調整していく必要があるだろうなというのと、このペーパーにも入っ

ていましたけれども、やっぱり持続性というのでしょうか、それは非常に重要なキーワー
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ドかなというふうに思います。これは先ほどもお話がありましたけれども、ヒト・モノ・

カネ、例えば類似のものがあったときに、なぜ今は風化しちゃっているとか、やっている

のか、そういうようなこともしっかりと確認をしながらいいものをつくっていかなければ

いけないのだと思います。 

  最初の取組が各組織でそういうことをやっていこうということなので、また、協議会なん

かでそういうことを検討しながら、よりいい仕組み、日本的な仕組みができていけばいい

のかなというふうに思います。 

  以上です。 

（岡委員長）ありがとうございました。 

  どうぞ。 

（三浦理事）原子力機構ですけれども、我々のところには中長期計画があって、中長期計画の

中には「安全や放射性廃棄物などを含めた国民の関心の高い分野を中心に情報の知識化を

進めるとともに、国民が容易にアクセスでき、かつ分かりやすい形で積極的に提供・公開

する」というふうに書かれています。その中で、我々のところでは研究成果の検索閲覧シ

ステムというようなものをつくってきています。けれども、その部分は今回示していただ

いたものでは、３層、４層に近いというところで、２層というところの関係でいうと、

我々のところは十分ではないと思っていて、そこの部分では、分かりやすい形というとこ

ろはなかなか難しい状況かなと思っています。 

  その意味で、我々もやらなければいけないところだと思っていて、提案いただいたことに

関しては積極的に貢献していきたいと思っています。ただし、品質と資金ということに関

しては、中立性とか独立性とかいう観点で明確な議論と考え方が必要ではないかと思って

います。 

  以上です。 

（岡委員長）どうぞ。 

（関理事長）ＲＩＳＴでございます。 

  我々はＡＴＯＭＩＣＡというサイトで原子力の基本的な用語を提供しています。私の感じ

ているところは、ＡＴＯＭＩＣＡでは今回御提案にあったような情報を体系的に提供する

という考え方はなされていません。単に用語とか、それからまた、リファーとして原点と

なる情報を供給していると、そういう状況です。まずは提供する情報をつくるという意味

で、コンテンツのつくり方をどうしていくか、コンテンツをどう選択していくか、そうい
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うところが現在、我々はどちらかというとコンテンツをつくる立場ではないので、気にな

っています。 

  このシステムの中でどういうふうにコンテンツをつくっていくのか、どういう視点が大事

なのかというのは、先ほどからこれまで経験を積まれた方たちがお話をしておりますので、

そういうところを踏まえてつくっていただければ、あとは、これまでのように、インター

ネットの中でそれを公開することはできます。現状では毎月５，０００件ぐらいのアクセ

スがあります。福島原発事故があったときには、２万件を超えるようなアクセスがありま

した。ですから、我々の提供しているＡＴＯＭＩＣＡはどちらかというと用語集みたいな

もので、今回のシステムの中に上手に位置づけていただければ、これまでの経験を役に立

てていただけるのではないかなと思っています。 

  ちなみに、現在のＡＴＯＭＩＣＡのコンテンツは、ほとんど原子力機構の方たち、先輩の

方たちとか、そういう専門家の方につくっていただいたものがほとんどです。 

  以上です。 

（岡委員長）いかがでしょうか。 

  どうぞ、村上さん。 

（村上戦略研究ユニット原子力マネージャー）日本エネルギー経済研究所でございます。 

  我々の研究所が今日御提示いただいた資料２－１の根拠に基づく情報体系の構築について

の５ページ目のところで、特に３Ｅの経済性環境自給率の情報を発信していく役割分担と

して、我々の研究所が例示していただいておりましたので、それを踏まえまして、一つち

ょっと経済性というところから今我々が直面している現実を申し上げます。 

  経済性、端的に言うと、先ほど事務局の方からの御説明の中で、アメリカの根拠情報の例

で御紹介がありました中に原子力の経済性に関する情報をたどっていくと、ＮＥＩが出し

た根拠情報にたどり着くと。非常に立派なデータベース化されているという例示がござい

まして、これは正にそのとおりでございます。 

  ただ、我々もそれに近いことを試みてはおりまして、具体的には、こちらのアメリカのＮ

ＥＩの資料にございました原子力発電のコストの実績値に相当するデータベースは、日本

で言うと、各電力会社さんが毎年出しておられる有価証券報告書でございます。これに各

電源別発電の費用の実績値が載っておりますので、我々は数年前、これを有価証券報告書

からとりました各電力会社の原子力、それから、水力、それから、再エネ、火力それぞれ

の資本費から燃料費、運転維持費などなどをずっと年度で追いかけまして、それを集計し
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て、平均した結果というもので原子力発電及び電源別の経済性という論文を発表いたしま

した。 

  ところが、それは、我々としては発表した有価証券報告書に基づく各電源の経済性比較と

いう論文が先ほどの資料２－１の５ページのどれに相当するかと思っていたかといいます

と、我々の認識では、これは根拠を一般向けというか、関心のある一般の方々にきちんと

示すと。根拠まで出所を明らかにして示すという意味では、境界情報ではなかろうかと

我々は考えていたのですね。いたというか、今でもそう思っておりますが。ところが、現

実にはその論文がどういう使われ方をしているかを見てみると、端的に言うと、多分階層

３番目の専門家向け情報になっている。 

  どういうことかと申しますと、これは我々のホームページの特に会員企業様、一般の方も

見られるようになっておりますが、どうもアクセスして読んでくださっているのは専門家

の方たち、電力会社の方であったり、あるいは商社や情報会社の方々は解釈をして、それ

を自分たちの事業にお使いになると、参考として得られる、あるいは政府の御担当の方が

自分の政策立案のために参考にされると。いわばかなり専門的な使い方をされていて、ど

うやら我々が考えたように一般の方々がちゃんとした情報を知りたいという目的には必ず

しも使われていないと。では、その一般の方々が経済性について中立的かつ正確な情報を

知りたいと思った場合にアクセスしているのは、どうも我々の論文ではなくて、ちょっと

オーバーリアクションもありますが、同じ有価証券報告書を使ったデータベースをより我

田引水的なやや強引な解釈で、やや原子力発電を悪者にするような書き方をしたような書

物というものが世の中にあるのですが、どうもそちらの方がグーグル検索で先に引っ掛か

ってくるらしいのです。 

  なので、我々としましては、それは何だかんだとすれば現実でございます。我々の厳密に

中立的だと考えていた論文が専門家の方には受け入れていただけるが、一般の方々でちゃ

んとした情報を得たいという方には、必ずしもそのような受け入れ方をされていない、む

しろ一般の方々は、よりセンセーショナルな方に飛びつく傾向があると。これは文句を言

ってもしようがなくて、それが現実でございますので、それを踏まえまして、今後のこち

らの取組では、より検索性、やはり検索性ということになるかと思います。正しい情報を

得たいと思っている方々にいかにアクセスしていただけるか、いかに見つけて読んでいた

だけるかにもう少し工夫が必要だと思っておりまして、そこは是非そういった経験の豊富

ないろいろな機関の方の御意見を踏まえていきたいと思っております。 
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  以上です。 

（岡委員長）ありがとうございました。 

  その他、ございますか。岡嶋さん。 

（岡嶋副会長）原子力学会です。 

  原子力学会といたしましては、この資料２－２の５ページのところに位置づけられている

ものからしますと、割と今のおっしゃっているようなテーマから若干ちょっとスタンスの

違うところの会誌掲載のこれら分野の解説等という話になってございます。学会としては、

学会のアクティビティーとして学術論文の発行、これはもう既に公開を進めておりますが、

それとともに、今、会員向けでやっております学会誌がありますが、これの一般公開とい

うのを今、計画しております。 

  ただ、会員とこれから一般公開するための具体的な内容の検討というのをやっております。

その学会誌の中身というのは、実はこの階層で言いますと、いわば２層目と３層目の部分

に該当するような解説記述の主な構成になっているかと思います。ただ、飽くまでもそれ

も先ほど申しましたように会員向けの会誌であるために、どこまで一般向けになっている

かという点ではいろんなスタンスがあるかなと思っています。ですから、そこの部分で一

部はお役に立つ記事があるかもしれませんが、片やかなり専門的になっている部分もある

かもしれないというような状況が現実だと思います。 

  ただ、今回のお話でこういう構築には賛成ですが、我々としては、これから学会誌の公開

に向けてどういう形でこれらのお役に立つのかと、逆にこのお考えのもとでのコンテンツ

を我々の方に反映して、フィードバックをかけるというふうなこともあるかと思いますの

で、そういう点では、この議論に加わりながら我々の方のお役に立つ部分という形でも協

力ができればいいかなというスタンスで進めたいと思います。 

  ただ、これから他のところに比べてややスタートラインから若干遅いところに立っており

ますので、これからそういう点では御指導をお願いしたいと思います。そういうスタンス

で臨みたいと思っております。よろしくお願いします。 

（多田原子力部長）日本電機工業会でございます。 

  私どもメーカーを代表してということなのですが、私どもメーカーは主としてハードを通

じて原子力の安全をつくり込むというのがミッションになっております。これには、原子

力事業が維持できる環境と、それから、それの人材を維持するということが必要で、それ

に対しては国民理解がどうしても欠かせないということがございます。では、そのために
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これまで我々は何をしてきたというと、我々は提供できる一次情報というのはそんなに多

くないということもあって、余り積極的に理解促進をやっていたというわけではないのか

なと、そういう反省はしているのですが、それはさりながら、極めて限定的ながらプッシ

ュ型の理解促進活動は少しやらせていただいていたということでございます。 

  今回、プル型の情報検索というようなことですが、そちらに対して我々も微力ながらです

が、メーカーなりの知恵、一応の一般国民に高い製品も取り扱っていますので、そういっ

た知恵も活（い）かしながら、この企画に対して何らかの御協力ができたらなと思ってお

ります。 

  以上です。 

（岡委員長）ありがとうございました。 

  その他、ございますか。川渕さん、先に。 

（川渕企画官）今頂いたいろいろなコメントに対しまして、まず、伊藤理事長から頂いた部分

が極めて実は重要だと認識していまして、リスクは小さくなったけれども、どのリスクを

受けるかは一般の方々一人一人の判断ですというところが極めて重要かと思っていまして、

そのための判断材料になる科学的根拠ですとか、それこそ不確実性リスクも含めて提供し

ていくべきという問題意識かなということで、必ずしも安全ですよというのを押し付ける

という感覚ではないというのが２層目をつくっていただく際の、これは専門家の方になる

か、若しくは特別な方になるのか分かりませんけれども、そういったところの問題意識の

共有は必要かなということで、資料２－２の２個目の丸には、その旨をあえて言及させて

いただいたということでございます。ですから、そこの部分まず前提かなということであ

ります。 

  あと、政策の部分の位置づけに関しましては、持続性の観点ですとか受け手側の立場とい

うこともあると思いますので、そこは引き続き検討が必要かなと思っておりますけれども、

それが資料２－２の２ポツの１）の①というふうに考えているところでございます。 

  ＪＡＥＡから頂きました品質ですとか資金とか、そういったところに関しては、資料２－

２の裏ページにありますようないわゆるサイトポリシーですとか編集方針ですとか、そう

いったものを固めていく過程の中で議論ができればいいかなと考えている次第でございま

すけれども、まず、そういうことかなということでございます。 

  ＲＩＳＴにつきましては、今までＡＴＯＭＩＣＡをいろいろ整備していただいている関係

上、非常に重要な役回りがあるかなというふうに考えておりますけれども、今のところＲ
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ＩＳＴに関しては、３層目、４層目の部分をかなり注力してやっていただいているという

認識でございますけれども、どういうふうに位置づけるかというのは今後の議論かなとい

うことでございます。 

  あと、エネ研さんから頂きました件に関しましては、我々としては、原子力委員会として

は資料２－２の２ポツの④の「優れた検索システム」の部分ですけれども、ここについて

は時間がかかるかなというか、優先順位としては低いかなとも一瞬思ったので④にさせて

いただきました。けれども、現実論としてエネ研さんの方で起こっている事例としては、

そういう使われ方をされているということは今日初めて我々としても認識した次第でござ

います。そういう意味で言うと、ゲートウェイ的なところをうまくエネ研さんのページへ、

俯瞰（ふかん）的な立場からのページから飛べるようになるとか、そういったところも必

要なのかなということで、実は④のところは重要だなということを改めて認識させていた

だいたということでございます。 

  あとは人材ですね。電工会さんの人材維持の観点からの国民理解の必要性というところは、

本件に限らず原子力全般として必要かなというふうに考えているところでございまして、

人材についても、今後我々としては議論していきたいというふうに考えているところでご

ざいます。 

（阿部委員）コメントいただきまして、ありがとうございます。 

  この話の中心、この資料２－１は川渕企画官が書いた紙のようですので、川渕さんにいろ

いろ質問したいと思います。私が見ると、このプロジェクトが行き着くところは、とどの

つまり、では根拠のある情報というのは何なのかということで、根拠のある情報を提供し

て、できるだけ一般の方々に読んで理解してほしいということなのだけれども、そういう

人たちは何をもって根拠と考えたか。ちょっと原文協会がつくった、調査した資料もあり

ますけれども、その人たちにプッシュ型とプル型という面白い表現で出ていますけれども、

そもそもそこのサイトとかのところへ来てプルしてくれることにならないと全然役に立た

ない、せっかく作成しても役に立たないので、そういう人たちにどうやってここの情報は

客観的に偏らない根拠のある情報だとまず思わせて来てもらうかということを考えなけれ

ばいけないので、そこが私は非常に行き着くところの一番難しいところではないかと思い

ますね。 

  そうでなければ、結局これは原子力利用を推進したいという方々が自分らの議論を研ぎ澄

ますためのネットワークとしてこういうものがある、この根拠はこうなのだというところ
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を探しやすくなるということになるけれども、今頂いた２－１の紙でつくっても、恐らく

原子力はやめるべきだと、原発をとめるべきだという議論をしている方々は、そもそも見

に来てくれないのではないですかね。そういう意味においては、私はこのネットワークを

もしつくるのであれば、その基本的なものを例えば内閣府原子力委員会事務局ということ

と言わないで、もう少し大胆にどこか全く違うところに新しい組織をつくって、賛成派の

方も反対派の方もいろいろ集まって議論してつくったネットワークがこういうものを提供

するのですということにすれば、私は反対派の人も来て、いろいろ見て放射線の影響の問

題とかなんかも見て、ああ、そうだったのかということで皆さんが期待するところの中間

派、反対派の人も少しはなびいてくれるということがあるのではないかと思うので、この

ままだと、私は効果は限定的だという危惧がありますね。 

  その意味において、ここで例えば１ページの真ん中に世の中の大半を占める一般の方々を

対象にすると書いてありますけれども、これはこの語感からすると、反対派、過激派の方

はもう期待していないと、こういうことでしょうかね、川渕さん。 

（川渕企画官）まず、１点目でございますけれども、まず、阿部委員がおっしゃっている点の

以前の問題として、今日はちょっと（根拠情報の作成が）できていらっしゃると思われる

方々もいらっしゃるのですけれども、やはり自分たちが事業なりビジネスなり原子力発電

を推進するなりでもいいのですけれども、そういった中で「１層目ができています」でい

いのですけれども、では、その根拠になる部分がそもそも説明できていないので、自分た

ちはやりたいことがあるのだけれども、やりたいことの結果だけは示してあって、「では、

その理由は何ですか」というそこの説明責任がまずできていないのではないかなという問

題意識があります。もちろん情報として先ほど申し上げましたように、原文財団もこだわ

っていらっしゃいますように、科学的に正確な情報ですとか事実、根拠に基づく情報体系

に基づいて、それも出していきましょうと。不確実性やリスクも出していきましょうとい

うことはありますけれども、その前提として説明責任を果たす意味で２層構造目は必要で

はないかと認識しております。 

  それがまずあって、その上でおっしゃったとどのつまりという意味で、では何が根拠情報

なのというところの判断が伴うということでございますので、例えばＱＳＴがやっていら

っしゃるような、「この情報はこの委員会でこれが正しい」と、正しいと言うとあれです

けれども、「この情報はこの委員会のこのメンバーの方々が出すと決断しました」とか、

そういったような工夫の仕方はあるかなというふうに思っております。究極的に全く全然
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中立的な組織がそういった情報体系を整備するというのは、究極の案としてはあり得ると

思うのですけれども、まず、そこの一歩、まだ５０歩ぐらい前だと思うのですけれども、

前の段階として、まずは足元の説明責任を果たすような取組が必要ではないかということ

でございます。 

  そういう意味で言うと、いや、既にやっていらっしゃる機関の方々は多いと思いますけれ

ども、まだ原子力委員会の認識としては、やっぱり２層目のところの丸が少ないというこ

とで考えています。 

  ２個目の世の中一般の方々の中に反対派が入っていないかということでございますけれど

も、もちろん反対派の方々も見ていただけるような形にするというのが理想だとは思いま

すけれども、やっぱり情報を入手しようと思われたふだん原子力の世界とは関係ない方々、

その世の中の多くの方々がまず一義的には重要かなと認識はしております。 

（阿部委員）そこのかごの箱の中ですけれども、真ん中にコミュニケーション活動と書いてあ

りますね。私が理解する元々の英語のコミュニケーションという意味は、情報が双方向で

流れるのですね。広報というのは、例えば政府広報なんていうのはそうですけれども、情

報は一方的に流れるのですね、提供するのですね。メディアも普通のメディアは提供する

だけですね。 

  そういう意味においては、この「などによるコミュニケーション」と書いてあるのだけれ

ども、実際これは、正に次の括弧の中にプッシュ型と書いているのですけれども、情報を

押し付ける活動ではないのではないですか。それをコミュニケーションというのは、ちょ

っと私は間違っているのではないかと思いますが、いかがでしょうか。 

（川渕企画官）ありがとうございます。正にそこの部分、御指摘のところは重要かと思ってい

ます。今、実はＮＥＩなりＮＩＡ等を調べていきますと、これは英語のネイティブに聞け

ばすぐ分かることかもしれませんけれども、彼らの言うコミュニケーションというのは、

やはり先ほどの２ページ目の図にある意味でいうと、右側の部分だけではなくて左側の２

層構造目まで含んだ大きい形で、彼らはコミュニケーションというふうに言っております。

けれども、すみません、日本社会の中でコミュニケーションがニアリーイコール広報とい

うふうに誤解されているということもあると思いますので、ここではあえて片仮名のコミ

ュニケーションという形でさせていただいておりますけれども、おっしゃるとおり、究極

は英語のコミュニケーションは２層構造目を含んだ形と認識しております。 

  ですから、双方向であるべきというのは当然しかるべきということでございます。当然な
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がら今回まず前提として左側からですねというふうに言っていますけれども、当然右側も

同時並行で考えていかなければいけないということを考えております。今後用意します見

解の中では、そういったことも言及していこうと考えております。 

（岡委員長）中西先生、今のいろいろ質問があって、中西先生はまだ発言されていないので、

ちょっと。 

（中西委員）どうもありがとうございます。根拠に基づく情報をきちんと整理して発表してい

くということは非常に大切だと思います。ただ、そこで一番大切な前提は何かといいます

と、情報を発表する人の責任と所在がはっきりしていることだと思います。そうしなけれ

ば信用されないと思います。つまり、責任のとれる体制をどうやってつくるかということ

が問題になろうかと思います 

  これは当たり前の前提なのですが、最近の、例えば三菱自動車とかフォルクスワーゲンな

どの事例では、都合のいい情報を発表するということを組織的に行っている例がありまし

た。何をどう発表して理解を得るかも課題なのですが、発表される内容について責任のと

れる体制をどうつくるかということについて、各組織で検討していただければということ

が一番です。 

（岡委員長）どうぞ。 

（阿部委員）委員長に議長として議事手続について申し上げたいのですけれども、発言者が手

を挙げて指名して発言したらば、その人は発言させてもらうのが当然であって、途中で切

られるのは、非常に私は議事の進行として不当だと思います。 

（岡委員長）阿部先生だけが御質問、続けていただいて結構ですけれども、司会をどうするか

は私、議長の責任だと思います。 

  どうぞ御質問があれば。 

（阿部委員）司会というのも世の中、例えば国会であれば手続規則というのがありまして、幾

つか常識的に守るべきルールがありまして、発言の途中でもうやめろというのは、相当こ

れは強引な議事進行だと思います。 

（岡委員長）今の議論は終わりにします。 

（ここで阿部委員退席。） 

  伊藤さん、どうぞ。 

（伊藤理事長）ありがとうございます。今の議論は終わりということなので、一つ前に戻って

議論させていただきたいと思います。先ほどのコミュニケーションのお話ですが、正にリ
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スクコミュニケーション、今は正に大事で、そのコミュニケーションの在り方そのものも

これから考えていかなければいけない、福島以降考えていかなければいけないことだろう

と思っております。 

  そういう意味では、今の根拠情報の発信というのも一つの手法であって、これですべてが

解決できる問題ではない。失った信頼をこれですべて回復できる問題ではないというのは

当然でありまして、いろんな活動を合わせてやっていく中で、この根拠をしっかり示すと

いうことも大事で、そのときによく言われましたのは、かつて福島の後で正しい情報、正

しくない情報と、これが随分議論されまして、正しいというのは、推進の立場で正しいの

か、いや、反対の立場で正しいのか、こんな議論が一時ありました。そのときに言われま

したのは、正しい正しくないでなくて、科学的に正確な情報だと、こういう言い方が当時

あったことを覚えておりますが、いずれにしましても、やはり私が先ほど申し上げました

ように、最後は国民一人一人がどのリスクを受け入れるのかと、こういう選択になるとい

うことになりますと、やはり一方的なプッシュであるとかプルであるとか、そういうこと

でなくて、やはり双方向の対話というのが非常に大事な場である。しかし、それがすべて

ではないので、その場も設けながら、しかも、１，０００人集めるとかそういう大きな場

では、なかなか個人は発言できませんから、やはりそういう専門家と一般の人が対話でき

るような場をいかにつくっていくかということも非常に大事な話ではないかと思います。 

  これは大変人材も資源もかかりますが、お金もかかります。しかし、これはやはり今後や

り続けていく必要がありますし、いろんな活動をしながら、どういうふうに最後はリスク

認識が一人一人違う、国民が一体どういうふうに選択できるのかと。その状況をどうつく

っていくかということで、そういう意味でも科学的に正確な情報をしっかりとたどれるよ

うにしておくというのも私は大事な手段の一つで、これがすべてではないのですが、大事

な手段の一つだということで、私がこのやり方に異論はないと申し上げたのはそういうこ

とでございます。 

  以上です。 

（岡委員長）ありがとうございます。 

  ちょっと皆様から頂いているコメントで重要なことが幾つかあって、中立性、信頼性、そ

れから、中西先生の責任と所在、そういうようなことが偏らないと。中立という議論はよ

く出るのですけれども、これについて少しよく認識をしておいた方がいいかなというとこ

ろがあって、誰になるのかな。事務局はどう考えていますか。 



－37－ 

（川渕企画官）阿部委員がいなくなってしまったのですけれども。まず、余り中立性という議

論をする必要はないのではないかなというふうに考えております。まず、原子力というも

のが存在する限りにおいて事業は行われているという客観的な事実があります。では、例

えば何でもいいのですけれども、なぜ丸々発電所が必要なのかとか、放射性物質はどうな

っているかとか、そういった議論をするに当たって、当然ながら理由というか根拠、事実

を解説して分かりやすく話をするというのは当然のことだというふうに理解しております。

そういう意味で、賛成、反対という意味の中立ではなくて、客観的な科学に基づく、若し

くは技術に基づく、若しくは事実に基づく根拠を提示するというのは当然あってしかるべ

きというふうに考えているところでございます。 

  そういう意味で、実は村上さんの御発言のところとも関係してくると思うのですけれども、

こういった先ほどのエネ研さんから頂いたような問題点がどう解決されるかなというのは、

やはりまだ圧倒的に情報、もちろん整理されていることが望ましいとは思うのですけれど

も、エネ研さんがつくられた、分析されたものがそこに載っていますと。当事者としては

２層目だと思っていても、結局それが３層目で使われますと。そうすると、他の例えばア

メリカですとか、若しくはヨーロッパのどこどこの国ですとか、そういったところの比較

する対象の事例がない、日本でうまく理解できるものがないので、そうすると、せっかく

エネ研さんが中立的だと、中立的という言い方は変ですけれども、客観的事実に基づき分

析し公表されたとしても、そこが一つの情報だけということになると、むしろ３層目とい

うか、安全ですよとかコストが安いですよというのを説明するためだけの根拠に使われて

しまうような事象が起きるのではないかなということです。ある程度原文財団さんの提案

に戻りますけれども、一般の方々が一人一人の判断ができるようにある程度の情報を並べ

て、ちゃんと理解していただく。やっぱり高いねというふうな判断になってもかまわない

と思いますし、そういったところの整備の重要性が正に現れているのかなというふうに思

っております。 

（岡委員長）何か御質問ございますか。 

  三浦さん、どうぞ。 

（三浦理事）原子力機構ですけれども、我々のところは中に安全研究を行う組織があります。

それは規制支援を行うという立場で安全研究を推進しています。そこでは、独立性、中立

性、透明性ということを求められて、我々の組織の中に規制支援審議会という審議会で独

立性、中立性を審議していただくというやり方になっています。 
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  ただし、基本的には科学者あるいは、研究者なので、研究者倫理に則（のっと）って科学

的に根拠のあるデータを出すということが中心であり、基本だと思っています。その意味

で、このデータを整理してつくっていくということに関しては、我々研究組織の中から出

していくデータは科学的根拠に基づいたというのが基本だというふうに思っています。そ

の意味で、そこから出てくるデータであれば、独立性、中立性は余りものすごく意識しな

くても良いと思います。見る方の意見ということはあるかもしれませんけれども、科学的

根拠に基づくという考え方に基づけば良いのではないかと思っています。 

（梅木理事）客観性とか中立性を判断する一つの考え方は、科学技術というか自然科学に関し

ては実験で確認するとか数式が正しいとかというふうに比較的ストレートフォワードに分

かるという面があります。社会科学的な要素が深くなってくると、だんだんいろんな考え

方があるし、なかなかこれはどれが中立だというふうには言えないだろうと思うのです。

ただ、大事なことは、どちらの分野にしろ作法といいますか、やり方は一般化されたもの

があって、それに則（のっと）っているかどうかというのは一つの重要な判断要素だろう

と思います。 

  ですから、そういうことを明示した上でその結論を示していくというようなやり方を４層、

３層、２層と積み上げていけば、中立かどうかを主張するのはなかなか難しいのですけれ

ども、少なくともある一般的に認められた論理構造に基づいた説明であるということにつ

いては明確にすることができると思います。その説明の仕方自体が非常に大事なのではな

いかというふうに思います。 

（岡委員長）ありがとうございます。 

  その他ございますか。 

  連絡協議会の提案があるのですけれども、責任と所在ということもあったので、それに対

するちょっと考え方を整理しておいた方がいいと思いますね。何かみんな意見をまとめて

一つにするのか、そうでないのか。今の責任の所在ということもあって、それから、まと

められるかということもあるかと思うので、そこは、事務局はどう考えていますか。連絡

協議会、運営といいますか、何かみんなの意見を一つにまとめるものとして考えているの

か、そうでなくて、こういうものをつくるに当たってベストプラクティスを交換するとか、

どういうものとして提案されているのでしょうか。 

（川渕企画官）今御指摘していただいたところはかなり表裏一体だというふうに思っておりま

す。今回丁寧にこの議論をさせていただいた上で、皆様の意見を集約すると、集約すると
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いうか、がっちゃんこすると明後日（あさって）の方向に行くというような事態は発生し

ないのではないかなと考えております。そういう意味で、正に今回の資料２－２の１ポツ

のところです。この上の二つの丸に関しては、共通認識していただけるのかなと思ってい

まして、それのアプローチの仕方のところかなと思っています。結局今おっしゃっていた、

例えばＮＵＭＯからおっしゃっていただきました作法がそれに則（のっと）っているかど

うかというところも例えばＱＳＴがされているやり方とかもあるでしょうし、そういった

意味で、そこの作法のところを編集方針とか、若しくはこういった方々に選んでもらいま

したとか、そういった言い方はあるのかなと思っております。 

  一方で、検索していただいた上でそこにたどり着く、たどり着かないという問題もあると

思いますので、どこまで情報を出して、当然ながら出していくのですけれども、どういっ

た情報を出していくかというところに関しては、同じように編集方針等で決めていくのか

なというふうに考えているところです。 

  今回の提案なのですけれども、協議会という形で皆様お忙しいと思いますので、頻繁にそ

ういったことを議論する上で、ハイランクの方々に来ていただくというのは非常に難しい

と思っておりますので、実務的なところで議論をさせていただければいいかなということ

で、今回この協議会の提案をさせていただいているということでございます。 

（岡委員長）その他ございますか。 

  大分時間もあれなのですが、ちょっと原子力委員会を始めるに当たって中立という議論が

有識者会議でもあって、これは私、これに限らずどういうことかなと考えてきたのですが、

いろんな情報がそれぞれの責任において出ている状態が必要だと思います。これが中立的

な情報と。何か一つの意見を押し付けるのではない、正に原子力委員会に求められている

ことはそういうことであって、根拠がある情報を原子力関係機関が皆様に提供する必要が

あると申し上げること。そういうところが原子力委員会の役割だと思っているところはあ

りまして、反対の情報といいますか、反対派と賛成派に分けて、真ん中をとればいいと、

そういうものでは世の中はなくて、実際はいろんな方がいろんな考えをお持ちですから、

それはいろんな方がそれでお考えになるのがそれは当然であって、そこにお考えになる根

拠がちゃんと届いていないのではないかと。例えば放射線リスクによって心配が高まった

ときに、事故のときに十分届かなかったのではないかとか、そういう反省もあって、ある

いは他のものについても似たことになっているのではないかということがあって、提案し

ているのです。 
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  一応リスクは説明されてはいるのですが、なかなか余り皆さんには理解いただけてないの

ではないか。また、それから信頼といいますか、どうやったら皆さんの信頼を得られるか、

これはそれぞれのところでそれぞれのところが考えるべきことであって、原子力委員会が

こう思いますからと国民に言って、国民の皆様がそうですと納得するという状態にも今は

ないと思いますので、信頼というところも含めて、それこそコミュニケーションのお話だ

と思いますけれども、信頼というところも含めて、それぞれの機関、それぞれのお立場が

ありますので、それぞれでやっていただいて、しかし、品質はしっかりしていて、作法に

則（のっと）って、編集方針もそれぞれのところのホームページでやっていただくのがい

いと、そういうふうにちょっと思っております。 

  村上さんがおっしゃった政策の部分は、科学的なところより広いところがあるのですが、

重要なことは経済性だけではなくて、環境とかセキュリティとか全体を合わせたような視

点の情報は、欠けているなというような感じがいたします。そこのところは中立というこ

とではなくて、政策の説明だということだと思うのですけれども、あるいはその政策をも

とに仕事をしておられる方の解釈でも結構だと思うのですけれども、あるいは産業界の解

釈でも結構だと思います。米国なんかではそういうものが出ておりますし、米国や英国は

産業界の団体が自分の信じるところをホームページに書いているということだと思うので、

政策の部分については、日本はいろんなことがあってなかなか政府の情報が十分国民に伝

わらない、審議会の情報はよく出ているのですが、必ずしも国民に説明されていない部分

もあると思うのですが、それを関係の機関のところで、いろいろな形でお伝えをするとい

うことが必要ではないのかなというふうな感じがいたします。 

  その他、何かありますでしょうか。 

（川渕企画官）本日の御議論は非常に参考になりまして、今御議論いただいたものをベースに

して見解の案をまとめさせていただいて、次回の定例会で細かい点の修正等を含めて議論

させていただいて、それで見解をまとめようと考えているところでございます。 

  その観点から申しまして、資料２－２の１ポツに関しては、今日お集まりいただいた皆様

方の間におかれまして、共通認識をさせていただいたというふうに解釈をさせていただけ

ればと考えております。 

  ２ポツに関しましては、一部具体的な議論というところはありますけれども、引き続き方

針について検討すべき内容かなというふうに理解をしております。その場としては、その

裏のページにありますような場を設定しようということで考えておりますので、場を設定
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するということに関しましては、共通認識させていただいたということで理解させていた

だきたいと思います。 

  オブザーバーの方から。 

（寺谷企画官）原子力規制庁の放射線対策課の企画調整官、寺谷と申します。今日はオブザー

バーで来ています。というのは、先ほど神田先生に御説明していただいた事業は原子力規

制庁の委託事業でやっております。これが原子力委員会で取り上げるとのことですので、

原子力規制庁としても動向をしっかり把握していこうということです。 

  実は国と規制庁がナレッジベース事業を放医研に委託するときには、そもそもこれは規制

庁がやるべき事業かという議論をしました。しかしながら、原子力規制庁は放射線防護、

すなわち放射線から人を守るという仕事をやっていますから、規制に直結することだけで

なくてその周辺の領域もしっかり取り組むべきという整理で、我々は放医研に委託して実

施していただいています。 

  先ほど議論いただいたように、正にこの分野は自然科学の中でも古典的な物理学とは違っ

て社会科学や公衆衛生の性格があり、分かりやすい単純な科学的な正しさというのはもは

や存在しないと認識しています。ただ、その中でもＱＳＴがこのように、とりわけ放医研

はこのようなコミュニケーションを上手にやってくださるのは、ふだんから放医研が国民

に対して大変、真摯に向き合ってくださっているということです。それから医療者がいて

医療の経験があって、医療もまた医学をそのまま患者に説明すれば理解されるわけではな

いですから、放医研が説明するということに長（た）けているという特徴があり、コミュ

ニケーションについていい仕事をしていただいていると理解しています。今後とも、ナシ

ョナルセンターである国の研究機関はこのようなコミュニケーションに関する取組にしっ

かりコミットしていくというのは重要だと思っていますし、私たち規制庁もしっかりコミ

ットしていくべきと考えています。 

  他方、御案内のとおり放医研というのはＱＳＴというところに属しています。このナレッ

ジベース事業は原子力規制庁の委託事業でやっているわけですが、運営費交付金や組織定

員は文科省に握られている状態でして、このような事業に取り組むことが文部科学省にと

って評価されるものかは未知数です。今後、連絡協議会等の作業をこれからどんどん進め

ていくとなると、民間の立場でやっていただくことも多々あるでしょうし、行政としてや

っていくことも多々あると思うのですが、そのようなこと（放医研が文部科学省の影響を

強く受けること）も是非御配慮いただきたい。現状、原子力規制庁としては放医研に更に



－42－ 

多くの仕事を委託していきたいところですが、彼らは逆にもう仕事を受けられないぐらい

大変な状態になっています。私が心配しているのは、連絡協議会等の作業を進めていく上

で、最終的に放医研等の政府系の研究機関に全部やらせておけばいいわみたいな話になっ

たらつまらないなと思っていますので、この概念をお伝えさせていただきたいと思います。 

（岡委員長）ありがとうございました。オブザーバーの方、御発言いただいていないのですけ

れども、何かございますでしょうか。 

（平岡理事）原子力安全推進協会でございます。 

  我々は立場上、事業者に対しての自主的安全性を牽引（けんいん）する立場でございます

ので、いわゆる自主規制機関という形でございます。規制庁さんの規制ではなくて、自主

的な安全性という観点で、我々独自にガイドライン、これは専門家向けの情報として位置

づけられると思いますが、そういうものをつくって事業者に提示している、そういう立場

でございます。 

  この活動の中でも日常非常に感じておりますのは、事業者に対してもこのガイドラインを

提示して、それに対してどうかということで評価をするのですが、その根拠というのをや

はり事業者に対してもきちっと説明をしていくということがお互いの理解が進む上で非常

に大事だということを痛感してございます。今日、皆さんの御議論の中でもやはり一般の

方向けにも科学的根拠というのが非常に大事だという共通認識があると思いますが、これ

は我々も今、活動する中でも非常に重要だというふうに思ってございます。 

  いろんな事業者の方々が情報をここでまた提供していくということになりますし、我々の

日常やっておりますそういうガイドライン的なもの、そこで技術情報を我々も持ってござ

いますので、何らかの形でサポートしていくということもこれからできるというふうに思

ってございます。よろしくお願いいたします。 

（岡委員長）宮沢さんからお願いします。 

（宮沢氏）今日はいろいろ実際にお使いになっている皆さんからの御意見を伺っていて、最終

的には中立性とか透明性というお話が出たのですけれども、先ほど岡先生あるいは事務局

の方でまとめていただいたように、やはり私は科学的に正しい手続を踏んでいるものは中

立とみなしていいのだろうと思います。それをすっ飛ばして、最近の水素水の話ではあり

ませんけれども、カルト的なものではなく根拠に基づいた科学的な方法論を踏まえたもの

を発信するということが、国民の信頼を得る一番の方法だろうと思っております。 

  皆さん方の議論を聞かせていただいて、原子力を推進するという立場では、これは中立だ、
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中立でないという議論はあるかもしれませんけれども、それはもう動いていることですか

ら、これに対して議論をしても始まらないので、科学的にきちんとされているかどうか、

やや難しい言葉で言わせていただくと、実証主義と反証可能主義という科学技術論もあり

ますが、その基準に従って反証する意見、反対する意見があったとしても、それを受け入

れられる余地のある議論をしている場所（ウェブサイト）なのだ、機関なのだということ

を外に向けて発信できればそれで十分ではないかと思います。 

  最終的に先ほどこの協議会を設立して推進するということをお話になっていましたけれど

も、一つだけ注文は、やはり皆さんのいろいろな立場をはっきりするという意味で、ＮＲ

Ｃなどから発行されているマニュアルのような、５年ごとにいわゆる広報戦略書を発行し

ておりますので、できたらこれを参考にして皆さんの共通認識を指針としてまとめて、戦

略という大きな言葉にならなくてもいいので、全体の共通の指針みたいなものをつくり上

げるということで、お互い同士の風通しをよくする方法ではないかなというふうに感じま

した。以上、感じたことを二つばかり述べさせていただきました。 

（岡委員長）ありがとうございました。 

  皆様から他に何か御意見ございますでしょうか。よろしいでしょうか。 

  それでは、本件につきましては、次回以降、原子力委員会としての見解を述べさせていた

だくということにいたします。 

  議題３について、事務局から御説明をお願いします。 

（室谷参事官）ありがとうございます。その他議題でございます。今後の会議予定について御

案内申し上げます。 

  次回、第３７回原子力委員会の開催につきましては、１１月１５日火曜日、１０時から中

央合同庁舎８号館５階共用Ｃ会議室において予定いたしております。 

  議題といたしましては、根拠に基づく情報体系の構築について、見解に向けた議論を予定

いたしております。 

  以上、御案内申し上げました。 

（岡委員長）その他、何か御発言ございますでしょうか。 

  それでは、御発言がないようですので、本日の委員会はこれで終わります。 

  どうもありがとうございました。 




